
人

世帯

人 外 人
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 設立年月日　昭和48年4月1日

 損失保証額　　 0千円

（ 長期借入金　   150,240千円 ）
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円

公

営

事

業 人

の 円

状 円

況 円

1,220,955

226,764

15

 介護保険事業 無

△ 26,510

 後期高齢者医療事業 無

9,782 189,677 1

被保険者一人当たり費用

被保険者一人当たり

　保険税調定額 142,970

255,335

41,698

1

一世帯当たり保険税調定額

 国民健康保険事業 無

434,446 1,199,089 12

 駐車場整備事業 無

72,257 0

被保険者数

2

加入世帯数

世帯

23,348

 農業集落排水事業 無

0 29,283

下

水

道

事

業

 公共下水道事業 無

25 1,435,681 20

 特定環境保全

 公共下水道事業

無

45 327,824

0

153,974 37,033 38

20

千円

434,446

普通会計からの繰入額

1,199,089

 宅地造成事業 無

4,968 364,868

収　 支 　額

(  28人 )

463,000

 上水道事業 有

千円 千円 人

区 分

国民健康保険

事業会計

職員数 議会議員 平成23年 4月1日事    業    名

法適用

の有無

収支額

普通会計から

の繰入額

千円

実質単年度収支

291,900267,964

実質赤字比率

4,359,466 3,877,021

　(　 ) 内は単年度

699,4411,217,947

特          別          職          等

改定実施年月日

918

積立金取崩し額（財調） Ｉ

繰上償還金 （転貸債､公共用地先行

　取得債､公共債を除き任意に行ったもの）

Ｈ

　臨時財政対策債

　発行可能額

第2次

164,673 321,000

円千円

2,078 119,934 人 区    分 第1次

国調％

3,177,5803,141,519

（平成25年4月1日現在）

％ 6.9

土地開発公社

　財政力指数 1.14

人口密度

86.01 k㎡ 1,979 人/k㎡

人

人

k㎡

 うち一般行政職

区      分

国

平成22年

178,691

平成17年

170,250

　一般職員

人

86.01

5.0 ％ 0.0 ％ 5.0

住

民

基

本

平 成 （ 25 ） 年 度
市町村名

決 算 状 況
所  在  地

区                分

台

　

帳

人      口 面      積

232122

産    業    構    造

　　安城市桜町18番23号

市町村類型 Ⅳ－０

(25)年度交付税

種地区分

Ⅰ－５

安  城  市 コード番号

(平成17年10月1日)

調

増  加  率

第3次

(平成22年10月1日)

人/k㎡

53.2％

17年

指定団体等の状況

51.2％

区　　　　　　　　分 平成（24）年度 平成（25）年度 指  数  等区 分

184,074

70,646

182,913

69,850

（25）3.31

46,609人（26）3.31

1 歳入総額 Ａ

千円

60,692,862

29,107,82959,527,56856,333,396

24,574,493

　基準財政需要額

千円千円

63,404,589

　基準財政収入額

千円

3 Ｃ歳入歳出差引額

Ａ－Ｂ　

2 歳出総額 Ｂ

5 Ｅ実質収支

Ｃ－Ｄ　

4 翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ

千円

千円

(1.18)

-

38,073,749

　標準税収入額等

千円

38,073,749

　標準財政規模

9

千円

18,464,554

27,106,559

6 単年度収支 Ｆ

7 積立金（財調） Ｇ

0

 後期高齢者医療事業

 地方債現在高

2.0

－

10 Ｊ

679,703 1,667,171

職員数    Ａ

610,500

 土地開発基金

％

3.5

 収益事業収入額

－

健

全

化

判

断

比

率

将来負担比率

一人当たり

支給月額　Ｂ/Ａ

0 0

給料月額    Ｂ

一　　　般　　　職　　　員　　　等

45

513

区 分

279,192 291,128959

合      計

　教育公務員

41 273,854

12,789 284,200

(  　2人 )

平成23年 4月1日

平成23年 4月1日

838,000

737,000

 うち技能労務職 市　   長

　臨時職員

 うち消防職員

555,000

11,228

平成23年 4月1日

平成23年 4月1日

平成23年 4月1日議会副議長

副 市 長

教 育 長

議会議長

－連結実質赤字比率

514,000

　一人当たり

　　平均給料(報酬)月額

6,295,850

1,024,000

人口集中地区人口

2,397人

2.8％

2,946人

就

業

人

口

22年

国調 3.3％

 中部圏開発整備法

 　都市整備区域

 財源超過団体

 常備消防

昭和42年4月1日碧

海郡桜井町を編入

昭和27年5月5日

昭和40.10.1以降

の合併状況

市町村制施行

年月日

182,913

69,850

112,230 人

事務の共同処理の状況

45,532人

実質公債費比率

 ( 3か年平均 )

8

37,657人

44.0％

40,080人

44.7％

 うち

　財政調整基金

　実質収支比率

％

8.3

0

36,061

1,631,110552,164

127,539

 積立金現在高

　(財調､減債､特定目的)

 債務負担行為額

15,120,894

　公債費比率

％

％

( )

千円

千円

100

75

内

訳

徴

収 ％ ％ ％

率

内

　

　

訳

指定金融機関名 碧海信用金庫

歳                                        入 性          質          別          歳          出

市町村名 安    城    市 類型 Ⅳ－０

区　　　　分 経常一般財源

経常

収支

比率

区　　　　分 決　算　額 構成比決　算　額 構成比 経常一般財源 一般財源構成比

8,286,650

％ 千円 ％千円 ％ 千円

地 方 税 37,661,720 59.4 35,386,373 90.8 人 件 費 13.9 7,356,483 7,353,425 18.9

千円 千円 ％

11,545,448

1.3 うち職員給 5,618,656 9.4

扶 助 費 19.4 4,541,027 4,512,259 11.6

4,722,045 4,722,045 12.1

株式等譲渡所得割交付金 312,036 0.5 312,036 0.8

0.4

4.7

地方譲与税 506,882 0.8 506,882

利子割交付金 87,675 0.1 87,675 0.2

2,716,352 2,716,352

2,716,357 2,716,357 7.0

7.0

地方消費税交付金 1,934,969 3.1 1,934,969 5.0 5 0.0 5

2,808,612元利償還金

一時借入金利子

公 債 費 2,808,617 4.7配当割交付金 144,710 0.2 144,710

9,993,698

5 0.0

ゴルフ場利用税交付金 小 計 22,640,715

特別地方消費税交付金 物 件 費 16.8 7,655,349 6,717,471 17.2

14,613,867 14,582,041 37.538.0

地方特例交付金 120,111 0.2 120,111 0.3

0.7 維持補修費 845,616 1.4軽油・自動車取得税交付金 277,344 0.4 277,344

9.5 5,375,121補助費等 5,659,218 10.8

781,907 781,907 2.0

4,217,193

特別交付税 59,801 0.1 繰 出 金

地方交付税 59,801 0.1

0.5 33,233

4,984,1305,073,733 8.5積 立 金

5,713,369 9.6 5,229,047 2,413,522 6.2

小 計 41,105,248 64.8 38,770,100 99.5 前年度繰上充用金 経常収支比率

普通交付税 投資・出資金､貸付金 320,170

73.7

分担金及び負担金 191,950 0.3 うち人件費 398,944 0.7 345,944 73.7

交通安全対策特別交付金 36,122 0.1 36,122 0.1 投資的経費 9,281,049 15.6 4,382,269

（ ）内は､減税補填債及び臨

時財政対策債を経常一般財

源等から除いた比率手 数 料 324,667 0.5 28,656 0.1 補助事業 4,320,545 7.3 264,860

使 用 料 1,343,138 2.1 93,304 0.2 普通建設事業費 9,281,049 15.6 4,382,269

国有提供交付金 国直轄･県営事業 183,758 0.3 156,758 経常経費充当一般財源

国庫支出金 7,914,449 12.5 単独事業 4,776,746 8.0 3,960,651

28,712,134

財産収入 276,356 0.4 失業対策事業費 一般財源総額

県支出金 2,963,765 4.7 災害復旧事業費

43,054,923

繰 入 金 1,083,943 1.7

寄 附 金 5,038 0.0

諸 収 入 2,202,447 3.5 42,080 0.1

繰 越 金 4,359,466 6.9

99.9 43,054,923

市　　　　　　町　　　　　　村　　　　　　税 目          的          別          歳          出

合 計 63,404,589 100.0 38,970,262

地 方 債 1,598,000 2.5

100.0 合 計 59,527,568

決　算　額 構成比 充当一般財源×

超過課税分

収入済額

区　　　　分

千円 ％ ％

区　　　　分 決　算　額 構成比 増減率

％ 千円千円 千円

0.7

7,688,823 12.9

千円

普　 通 　税 35,385,188 94.0 5.7 35,365,299 議 会 費 420,460 420,460

5,643,805

法人分 4,763,449 12.6 29.0 4,694,801 民 生 費 19,961,941 33.5

7,017,053

11,536,836

個人分 12,743,072 33.8 3.5 13,056,824 総 務 費

0.5

6,544,798 11.0

246,236

固定資産税 16,075,034 42.7 1.3 15,845,008 衛 生 費

市町村

民税

軽自動車税 282,899 0.8 2.7 280,775

1,520,734 4.0 13.8 1,487,891 農林水産業費

労 働 費 319,871

鉱 産 税 商 工 費 581,027 1.0

655,071745,024 1.3

320,535

市町村たばこ税

特別土地保有税 土 木 費 10,826,613 18.2

1,660,336 2.8

6,909,080

法定外普通税 消 防 費

目　 的　 税 2,276,532 6.0 2.5 教 育 費

1,645,221

5,942,5907,968,379 13.4

4.7 2,716,3572,808,617

0.0 00

公 債 費

18.9 災害復旧費

内

　

訳

入 湯 税 1,185 0.0

水利地益税等

都市計画税 2,275,347 6.0

事業所税

諸支出金 1,679 0.02.5 1,679

0.0 0

合 計 59,527,568

前年度繰上充用金 0

旧法による税

合 計 37,661,720 100.0 5.5 35,365,299

市

町

村

民

税

個

人

分

均等割 3,000円

400,000円

(8号)

160,000円

(7号)130,000円

市

町

村

民

税

法

人

分

均等割

(1号)

(3号) 410,000円

所得割 対する比率

標準税率に

(4号)

(2号)

(5号)

99.4

95.7

120,000円

97.6

1,750,000円

(6号)

150,000円 99.0 19.8

17.4 94.0

50,000円

ラスパイレス指数　 106.9    （  [参考値]  98.8  ）

固定資産税

固定資産税 1.4/100

1.0 3,000,000円(9号)法人割 12.3/100

合 計

基準

税額

98.7

26.0

市町村民税

100.0 43,054,923

適          用          税          率          の          状          況

区          分 現年課税分 滞納繰越分 合      計


